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Recently it has become difficult to identify the causes of death among pulmonary tuber

culosis patients whether it is tuberculous or nontuberculous. Some Scandinavian research 

workers suggested the use of the excess mortality rate, which is obtained by reducing the 

mortality rate among the general population from the over-all mortality rate of tuberculosis 

patients. They insisted that the influence of tuberculosis on the causes of death among tuber

culosis patients is best evaluated by this method. 

The author calculated the excess mortality rate among pulmonary tuberculosis patients 

found in 1953, 1958 and 1963 according to the extent of pulmonary lesions and sex. The 

whole mortality rate of the general population, the age distribution of which was adjusted to 

the group of tuberculosis patients divided by the extent of pulmonary lesions and sex, was 

calculated, and it was reduced from the over-all mortality rate of tuberculosis patients. The 

excess mortality rate was compared with the mortality rate from tuberculosis in each group, 

and very close correlation was found between them. (r =0. 99)

The mortality rate from tuberculosis among tuberculosis patients coincides well with the 

excess mortality at least in Japan, and the fact shows that the mortality rate from tuberculosis 

among tuberculosis patients can be used in the epidemiological analysis as the index to reflex 

the influence of tuberculosis on the causes of death among tuberculosis patients.

I.緒 言

結核死亡率は,古 くか ら結核 まん延を知 るため の重要

な疫学的指標 として用 い られ てきた。結核死亡率 の信頼

性は,人 口の正確な把握 と死亡診断 の正確 さ等に負 うと

ころ大であ るが,最 近 の結核人 口の老齢化に伴い死亡原

因につ いて,結 核死か非結核死かを判断 しに くい症例が

増 加 しつつ あるといえよ う。
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また死亡診断 の信頼性はそ の国の医療水準 の高 さに も

左右 され るで あろ う。

医学的にみ て真 の死 因を確認す ることは常に必ず しも

容易ではな いが,現 在わが国で用い られ てい る結核死亡

率が,結 核症に よる死亡をそ のまます なおに表わ してい

るか ど うかを検討 し,結 核死亡率の疫学的指標 としての

有用性を検討 した。

Iversen1),Buhl & Nyboe 2)ら は,結 核患者の死亡原

因の決定が必ず しも容易ではない として,そ の問題点に

つい て種 々論 じてい る。

Iversenら は非結核 死亡 とされた患者で も,結 核症が

影響を及ぼ した可能性 もあ ると述べ,このためにIversen,

Nyboe,Christensen3),Horowitz4)ら は,結 核患者の死

亡については,死 因 のいかんを問わずすべて の死亡を総

括 し,結 核患者の総死亡率 と一般人 口での総死亡率 との

差,す なわち結核症におけ る過剰死亡 とい う概念を もつ

て,結 核症 の死亡に及ぼす影響を考察 している。

著者は,今 回1953,58,63年 の結核実態調査5)～7)に

おい て要医療 とされた患者につ いて,そ れぞれ15年 後,

10年 後,5年 後に相 当す る1968年 に追求調査を行なつ

た結果に基づ いて,結 核患者 の死亡状況を 明 らかに しえ

た ので,そ れに よつてわが国の結核死亡率が疫学的指標

として用 いるに足 るものか どうか を検討 した。

II.研 究対象お よび研究方法

1.研 究 対 象

1953,58,63年 の結核実態調査 で要医療 と され た患

者 を研究対 象 とした。詳細につ いては第1報8)で 述べた

が,1953年1,308名,1958年2,090名,1963年1,411

名,計4,809名 であつ た。

2.研 究 方 法

a)追 求患者 の死亡率 の算 出

追求患者 の死亡 率は,観 察開始年次別,性 別,NTA

分類 別に,結 核死亡 率,非 結核死 亡率 お よび総 死亡率に

分けて観 察 した。

年 間総 死亡率は次の式 に よつ て求めた。Dを 観察期間

中の死亡率,nを 観 察年 数,dを 年間 死亡 率 とす る と,

1-(1-4)n=D

すなわち (1)

次に年間結核死 亡率お よび年 間非結核死亡 率は,年 間

総 死亡率を観察期間中の結核死 亡な らびに非結核死 亡に

よつて比例配分 して算出 した。

b)対 照 一般人 口の期 待総死 亡率の算出

追求患者 と同一年齢構成に調整 した一般人 口中での期

待総 死亡数は次に述べ る ような方法で求めた。

わ が国の人 口動態統計9)～11)に基づいて,1953～58年

の年間総 死亡率については,そ の中間年にあたる1956年

の年齢階級別年間総死亡率を もつて代表 し,同 様に して

それぞれ15年 後,10年 後,5年 後に あた る1968年 までの,

追求患者 と同一年齢構成 な らびに性別に調整 した一般人

口(以下対照人 口と略す)中 での期待死亡数を算 出した。

d1:1953～58年 の年間死亡率(1956年 の各5歳 階級

別 の年間死亡率を用 いた)

d2:1958～63年 の年 間死亡率(1961年 の各5歳 階級

別の年間死亡率を用いた)

d3:1963～68年 の年間死亡率(1966年 の各5歳 階級

別の年間死亡率を用いた)

N:5歳 階級別 の患者数

とす ると,各5歳 階級別の期待死亡数は,

1953年 のCohortで は

1958年 のCohortで は

1963年 のCohortで は

の式に よつて求め られ る。 これ ら5歳 階級別 の期待死亡

数の総和が,各Cohortで の性別,NTA分 類 別 の期待

総死亡数 とな る。

得 られた期待総死亡数を,性 別,NTA分 類別 の観察

人 口数で割 り,対 照一般人 口中で の年次別,性 別,NTA

分類別の観察期間中の期待総死亡率を求めた。

年間総死亡率は,前 に述べた式(1)に よつ て求めた。

III.研 究 成 績

a)観 察期間中の追求患者の死亡数お よび対照一般人

口中での期待死亡数

観察開始年次別,性 別,NTA分 類別に追求患者 の総

死亡数,結 核死亡数 と対照一般人 口中での期待死亡数を

表示 した のが表1で あ る。

た とえば,1953年 の 男性 中等度進展例 では観察対象

227人 中,15年 間 の総死亡数は100人 であつたが,対 照

一般人 口中での期待死亡数 は47人 で,そ の差 は53人 で

あつた。観察 された結核死亡数は50人 で結核患者 の過

剰死亡数53人 とほ とん ど一致 した値 となる。他 の年次,

他 のNTA分 類 の項 でみ る と,あ る程度 のば らつ きはみ

られ るが,総 数 でみれば過剰死亡 と結核死亡 と の 関 係

は,1953年 の男性 中等度進展例でみた のとほぼ 同様 の傾

向である。

b)追 求患者 および対照一般人 口中の年間総死亡率

年間総死亡率 は表2に 示す とお り で あ る。1953～68

年 の男性総数 の項 でみる と,年 間総死亡率 は追求患者 が

2.71%に 対 し,対 照一般人 口では1.40%で,そ の差す

なわち結核患者 の年間過剰死亡率 は1.31%で 年 間結核

死亡 率は1.21%な ので,上 に述べ た と同様 に過剰死亡

率は結核 死亡 率 とほぼ一致 してい るとい うこ と が で き

る。同様の観 察を年次別,NTA分 類別,性 別に行なつ

たが,多 少のば らつきはあつ て も全体 としてみ ると表2

にみ るよ うにほぼ同様の成績であつ た。
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Fig.Scatter Diagram between Excess, Mortality

 and Mortality from Tuberculosis among Cases

Registered in 1953,58,63 by NTA

Classification and Sex

c)追 求患者 の年間過剰死亡率 と追求患者の年間結核

死 亡率 との相関

観察開始年次別,性 別,NTA分 類別に追求患者 の年

間過剰死亡率 と年間結核死亡率 の相 関をみた のが表2お

よび 図で ある。 図にみ るよ うに,い ずれの観察開始年次

別,NTA分 類別,性 別でみて もこれ らの 各 点 は ほ ぼ

450の 線に近いY=0.88x+0.42(r=0.9924)の 線上に

分布 してい る。 したがって追求 患 者 の 年間過剰死亡率

は,年 間結核死亡率 とほぼ一致 してい るとい うことがで

き る。

IV.考 案

結核死亡率は,結 核症の疫学的指標 として古 くか ら重

要視 されて きた。

Iversen,Buhl,Nyboeら は,結 核患者 の 死因につい

て,結 核死か非結核死かの決定は必ず しも容易ではない

と述べ,結 核以外で死亡 した とされてい る場合で も,結

核症がな んらの影響を与えなかつた とはいい きれず,事

数 死や 自殺等です らも結核症であつた ことが影響 してい

る可能性 も否定す ることはで きない と述べてい る。 さら

、に結核症が患者の健康をむ しばみ,あ る種の疾患にかか

りやす くさせ,し ば しば他の疾患を終局的な結末に追い

や ることす らもあ りうると論 じてい る。

また結核患者の死因決定に当たつては,高 度な正確 さ

は 期 しがた く,と くに死亡時に他の疾患にかかつていた

場合の死因決定には疑問点の多い ことを指摘 し,患 者の

老齢化 とともに この傾向はいつそ う強 くな る傾 きがあ る

ことを指摘 してい る。

死因についての決定を下す 医師側の問題 点 としては,

医師の個人的要因に よつて死因決定が左 右される ことも

避 け られないであろ う。 そのために,結 核患者 の死亡に

ついては,死 因のいかんを問わずすべ ての死亡 例を取 り

上げ,そ の総 死亡 率 と,年 齢構成 を一致させ た一般人 口

中での総 死亡 率 との差す なわ ち過剰死亡 とい う概念 で処

理す る ことが最 も合理的 と考 える。Christensenお よび

Horowitzら は この考え方に従つ て結核死亡 を論 じてい

る。

Christensenは 一方において,結 核患者 の死亡 を死亡

に最 も近 い時期 の情報に基 づいて,活 動 性の結核を もつ

た死亡,あ るいは不活動性 ないし治ゆ した結核 をもつた

死亡 とい う形 で処理す ることを試みてい る。

しかし1959年 来5年 ごとに行 なわれ ているわが国 の

全 国国立療養所におけ る結核死亡調査12)～14)によると,

最近 の成績で は,結 核死亡 とされた もので も,死 亡前3

カ月以 内の菌陰性者が32.1%を 占めてい る状況であ る。

また中枢神経系 の血管損傷,悪 性腫瘍な ど明 らかに非結

核性疾患で死亡 した と考え られ るもので も23.2%は 排

菌陽性 となつてい る。 したがつて,死 亡前の活動性分類

で死 亡を分け るとい うChristensenの 考 え方 も,最 近で

は結核患者 の死亡 の状況を 明瞭に示 してい るとはいいが

たい欠点を もつ といえ よ う。

著者は,1953,58,63年 の結核実態調査 に おけ る要

医療者について,1968年 現在の追求調査 の 結果に基づ

き,年 間総死亡率,年 間結核死亡率を,性 別,NTA分

類別に算出 し,次 に追求結核患者 と同一性,年 齢構成に

調整 した一般人 口中の年間総死亡率を算出 した。

これに よつて結核症に お け る 年間過剰死亡率を,性

別,NTA分 類 別に算 出 し,こ れ と年間結核死亡率 との

相関を検討 した。

その結果,結 核患者の過剰死亡率は,結 核 患者の結核

死亡率 とよ く一致 し,わ が国の結核死亡率は,結 核 症が

死亡に及ぼす影響をその まます なおに表わ してお り,疫

学的指標 として十 分に用い るに足 ることが示 され た。

第1報 で述べた よ うに,最 長15年 の予後追求で23.8

%の 追求不能例がみ られるが,本 研究 で は 追求不 能例

を除いた対象患者の性,年 齢構 成に一致 させ た一般 人 口

の総死亡を算出 してい るので,追 求不能例に よる偏 りは

本研究の成績に大 きい影響を及ぼさない といえる。

したがつてわが国の死亡統計 につ いては,結 核死亡率

はその まま結核症に よる死亡 率 と考えて差支 えな く,ま

た疫 学的研究の指 標 として十 分に信頼 できる もの と考 え

られ る。

非結核死亡の場 合,多 くの疾 患が含 まれ るので,そ れ

ぞれの疾患別に結 核症 との関連 を検討す るこ とが必要 で

あ る。 これ につ いては次報 で述べ る。

V.結 語

1953,58,63年 の結核実態調査におい て要医療 と さ

れ た4,809名 につ いて,そ れぞれ15年 後,10年 後,5年
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後 に相 当す る1968年 に追求調査を行なつた。

それ に よつて明 らかに され た結核患者 の死亡状況 を分

析 し,結 核 患者 の年 間総死亡 率 と結核患者 と同一性年齢

構成 に調整 した一般人 口中の年間総死亡率 との差,す な

わ ち過剰 死亡率を結核 患者 の結核死亡率 と比較検討 した。

その結果,結 核患者 の年 間結核死亡率 は,Iversenら

のい う年 間過剰 死亡率 とほぼ一致 し,か つ過剰死亡率 と

結核死亡率 は正 の相 関を示 してい ることか らわが国の結

核死亡率 は結核症に よる死亡 の影響 をそ のまますなおに

表わ しているものと考え られた。

本論文について こ校閲,ご 指導を賜わつた順天堂大学

医学部公衆衛生学教室小谷新太郎教授に深 く感謝いた し

ます。

また本研究 の実施に さい して終始 ご指導 とこ鞭 撻をい

ただいた結核予防会結核研究所岩崎竜郎所長,島 尾忠男.

副所長,東 義国部長,青 木正和,高 井鐘二両科長に心か

ら感謝いた します。

なお終始 ご鞭 撻 とご高配をいただいた結核予防会結核

研究所附属療養所小池昌四郎所長な らびに結核 予防会保

生園長小林栄二先生に深 く感謝いた します。

また本研究に さい し種 々ご援助 をいただいた森亨,石

川信克,中 村健一,南 方純恵の諸先生方に深 く感謝 いた

し ます 。

終 りに 本研 究 の基 礎 資 料 となつ た 追 求 調査 に 当 た り,

多 大 の ご尽 力 を い た だ い た厚 生 省 公衆 衛 生 局 結 核 予 防

課,都 道 府 県 市 の衛 生 担 当部 局 お よ び保 健 所 に 対 し深 甚

な謝 意 を表 します 。
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